
 

平成 29 年３月期 決算概要 

平成 29 年５月９日 

会 社 名  アニコム損害保険株式会社               
Ｕ Ｒ Ｌ   http://www.anicom-sompo.co.jp/                      
代  表  者 （役職名）代表取締役社長   （氏名）野田 真吾 
問合せ先責任者 （役職名）経理部長       （氏名）大久保 弘二      ＴＥＬ( 03 ) 5348-3777     

 

（百万円未満切捨て） 

 

１．平成 29 年３月期の業績（平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日） 
(1)経営成績                                  （％表示は対前年増減率） 
 正味収入保険料 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

29 年３月期 28,068 10.6 2,666 5.1 1,788 4.6 

28 年３月期 25,370 16.7 2,537 85.6 1,709 87.3 

 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

  円   銭  円 銭 

29 年３月期 12,444 08 ― 

28 年３月期 11,894 71 ― 

 
(2)財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり 
純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

29 年３月期 26,038 10,231 39.3 71,183 26 

28 年３月期 23,554 9,021 38.3 62,761 85 

 
 
２．注記事項 
 
(1)会計方針の変更、会計上の見積りの変更、修正再表示 
①  会計基準等の改正に伴う変更 ：有 
②  ①以外の変更 ：無 
③  会計上の見積りの変更 ：無 
④  修正再表示 ：無 

 
(2)発行済株式数（普通株式） 
①  期末発行済株式数(自己株式を含む) 29 年３月期 143,740 株 28 年３月期 143,740 株 

②  期末自己株式数 29 年３月期 - 株 28 年３月期 - 株 

③  期中平均株式数 29 年３月期 143,740 株 28 年３月期 143,740 株 
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３．財務諸表 

(1) 貸借対照表 

                                      （単位：百万円） 

  
前事業年度  当事業年度 

(平成 28 年３月 31 日) (平成 29 年３月 31 日) 

資産の部   

現金及び預貯金 7,121 13,963 

有価証券 10,518 5,813 

貸付金 － 343 

有形固定資産 1,185 1,188 

無形固定資産 359 669 

その他資産 3,987 3,664 

繰延税金資産 397 530 

貸倒引当金 △16 △134 

資産の部合計 23,554 26,038 

負債の部     

保険契約準備金 11,888 12,993 

支払備金 1,558 1,739 

責任準備金 10,330 11,253 

その他負債 2,481 2,615 

賞与引当金 130 156 

特別法上の準備金 32 41 

価格変動準備金 32 41 

負債の部合計 14,533 15,806 

純資産の部   

株主資本 9,144 10,332 

  資本金 5,050 5,050 

  資本剰余金 2,164 2,164 

  利益剰余金 1,930 3,118 

評価・換算差額等 △123 △100 

  その他有価証券評価差額金 △123 △100 

純資産の部合計 9,021 10,231 

負債及び純資産の部合計 23,554 26,038 
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(2)損益計算書 

（単位：百万円） 

  

前事業年度 当事業年度 

(自 平成 27 年４月１日 (自 平成 28 年４月１日 

  至 平成 28 年３月 31 日)   至 平成 29 年３月 31 日) 

経常収益 26,130   28,573   

保険引受収益 25,370   28,068   

  （うち正味収入保険料) 25,370   28,068   

資産運用収益 745   489   

（うち利息及び配当金収入) 333   318   

   (うち有価証券売却益) 411   171   

その他経常収益 14   16   

経常費用 23,592   25,906   

保険引受費用 17,394   18,968   

(うち正味支払保険金) 13,547   14,901   

(うち損害調査費) 895   965   

(うち諸手数料及び集金費) 1,591   1,996   

(うち支払備金繰入額) 122   181   

(うち責任準備金繰入額) 1,237   923   

資産運用費用 182   0   

(うち有価証券売却損) 101   －   

(うち有価証券評価損) 80   0   

営業費及び一般管理費 5,998   6,806   

その他経常費用 17   132   

（うち支払利息） 0   0   

経常利益 2,537   2,666   

特別利益 0   －   

特別損失 57   175   

固定資産処分損 22   8   

減損損失 －  157  

特別法上の準備金繰入額 

価格変動準備金繰入額 

9  

9  
 

8  

8  
 

その他 24  －  

税引前当期純利益 2,480   2,491   

法人税及び住民税 864   844   

法人税等調整額 △94   △141   

法人税等合計 770   703   

当期純利益 1,709   1,788   
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(3)株主資本等変動計算書 

（単位：百万円） 

前事業年度(自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31 日) 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主 

資本 

合計 資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他

利益剰

余金 利益 

剰余金 

合計 
繰越利

益剰余

金 

当期首残高 5,050 2,164 2,164 － 821 821 8,035 

当期変動額        

剰余金の配当     △600 △600 △600 

剰余金の配当に伴う 

利益準備金の積立 
   120 △120  － 

当期純利益     1,709 1,709 1,709 

株主資本以外の項目の当

期変動額(純額) 
       

当期変動額合計 － － － 120 989 1,109 1,109 

当期末残高 5,050 2,164 2,164 120 1,810 1,930 9,144 

 

 

評価・換算 

差額等 
純資産 

合計 
その他 

有価証券 

評価差額等 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 △1 △1 8,033 

当期変動額    

剰余金の配当   △600 

剰余金の配当に伴う 

利益準備金の積立 
  － 

当期純利益   1,709 

株主資本以外の項目の当

期変動額(純額) 
△121 △121 △121 

当期変動額合計 △121 △121 987 

当期末残高 △123 △123 9,021 
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当事業年度(自 平成 28 年４月１日 至 平成 29 年３月 31 日) 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主 

資本 

合計 資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他

利益剰

余金 利益 

剰余金 

合計 
繰越利

益剰余

金 

当期首残高 5,050 2,164 2,164 120 1,810 1,930 9,144 

当期変動額        

剰余金の配当     △600 △600 △600 

剰余金の配当に伴う 

利益準備金の積立 
   120 △120  － 

当期純利益     1,788 1,788 1,788 

株主資本以外の項目の当

期変動額(純額) 
       

当期変動額合計 － － － 120 1,067 1,187  1,187 

当期末残高 5,050 2,164 2,164 240 2,878 3,118 10,332 

 

 

評価・換算 

差額等 
純資産 

合計 
その他 

有価証券 

評価差額等 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 △123 △123 9,021 

当期変動額    

剰余金の配当   △600 

剰余金の配当に伴う 

利益準備金の積立 
  － 

当期純利益   1,788 

株主資本以外の項目の当

期変動額(純額) 
22 22 22 

当期変動額合計 22 22 1,210 

当期末残高 △100 △100 10,231 
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(4)継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

(5)注記事項 

（貸借対照表の注記） 

1．有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。 

（1）その他有価証券のうち時価のあるものの評価は、決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。 

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また、売却原価の算定は移動平均法によっております。 

（2）その他有価証券のうち時価を把握することが極めて困難と認められるものの評価は、移動平均法に基づく原価法に

よっております。 

2．有形固定資産（リース資産は除く）の減価償却は、定率法（ただし建物並びに平成28年4月1日以後に取得した建物附

属設備及び構築物については定額法）によっております。 

3．自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。  

4．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

5．貸倒引当金は、債権等の貸倒れによる損失に備えるため資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき、過去の一

定期間における貸倒実績等から算出した予想損失率を、債権等の金額に乗じた額を計上しております。 

また、全ての債権については、資産の自己査定基準に基づき、各所管部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し

た内部監査室が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

6．賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度の負担額を計上しており

ます。 

7．価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第115 条の規定に基づき計上しております。 

8．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調査費、諸手数料及び集金費、営業費及び一般管理

費等の費用は税込方式によっております。なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、５ 年間で均等

償却を行っております。 

9. 有形固定資産の減価償却累計額は、242百万円であります。 
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10. 支払備金及び責任準備金の内訳は次のとおりであります。 

(1)支払備金の内訳は次のとおりであります。 

   支払備金(出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く)  1,739 百万円 

   同上にかかる出再支払備金 －百万円  

   差引（イ） 1,739 百万円 

   地震保険および自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金(ロ)  －百万円 

   計（イ+ロ） 1,739 百万円 

 

  (2)責任準備金の内訳は次のとおりであります。 

   普通責任準備金(出再責任準備金控除前)  10,354 百万円 

   同上にかかる出再責任準備金 －百万円 

   差引（イ） 10,354 百万円 

   その他の責任準備金（ロ） 899 百万円 

   計(イ+ロ) 11,253 百万円 

11. 関係会社に対する金銭債務の総額は 539 百万円であります。 

12. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は次のとおりであります。 

(1)繰延税金資産 

 

13．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

 （単位：％） 

法定実効税率 28.2 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5 

住民税均等割 0.5 

税率変更に伴う繰延税金資産の減額修正 △2.0 

その他 1.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.2 

14. 会計方針の変更（平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告

第 32 号平成 28 年６月 17 日）を当事業年度に適用し、平成 28 年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物

に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

15.表示方法の変更（貸借対照表） 

前事業年度において有形固定資産の「その他の有形固定資産」に含めておりました「工具、器具及び備品」は、金

額的重要性が増したため当事業年度から独立掲記しております。 

なお、前事業年度の「工具、器具及び備品」は 160 百万円であります。 

  

責任準備金  254 百万円 

未払事業税  23 百万円 

賞与引当金繰入限度額超過額  44 百万円 

減価償却限度超過額          8 百万円 

貸倒引当金  37 百万円 

支払備金  109 百万円 

新株予約権  35 百万円 

その他有価証券評価差額金                39 百万円 

その他              5 百万円 

繰延税金資産小計  558 百万円 

評価性引当金  △28 百万円 

繰延税金資産合計  530 百万円 



 - 8 - 

16. 追加情報（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号平成 28 年３月 28 日）を当事業年

度から適用しております。 

17. 金融商品関係 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、主として損害保険業を行っており、資産の運用においては、運用資金の性格を考慮し、「安全性」「収益性」

「流動性」「公共性」を総合的に判断し、社会・公共の福祉に資するような資産運用を目指しております。 

運用手段は、預貯金、公社債、公社債投信、株式、株式投信、不動産投信等とし、年度資産運用計画に準拠した資

産運用を行っております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

当社の保有する金融商品は、預貯金、公社債、公社債投信、株式、株式投信、不動産投信等であり、下記のリスク

に晒されております。 

①市場関連リスク 

金利、為替、株式などの市場の変動に伴い、ポートフォリオの価値が変動し損失を被るリスクを指します。 

②信用リスク 

個別与信先の信用力の変化に伴い、ポートフォリオの価値が変動し損失を被るリスクを指します。 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

当社におけるリスク管理体制については、資産運用部門（財務部）、事務管理部門（経理部）、リスク管理部門（リ

スク管理部）を設置し、資産運用リスク管理規程に基づき、相互牽制機能が働く体制としております。 

①市場関連リスクの管理 

有価証券のうち株式・債券等については時価とリスク量を把握し、保有状況を継続的に見直しております。 

②信用リスクの管理 

有価証券の発行体の信用リスクについては、銘柄ごとの格付情報、時価等の把握を行うことで管理をしております。

また、政策投資目的で保有している有価証券については、取引先の市場環境や業績状況等を定期的にモニタリング

しております。 

リスク管理も含めた資産運用状況については、取締役会において月次で報告され、モニタリング結果の確認及びリ

スク管理態勢の整備を行っております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて

おります。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当

該価額が異なることもあります。  
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２．金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれておりません（(注)2.参照）。 

 貸借対照表計上額 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

（1）現金及び預貯金 13,963 13,963 － 

（2）有価証券 5,465 5,465 － 

（3）貸付金(貸倒引当金控除後) 294 287 △7 

（4）未収金(貸倒引当金控除後) 1,330 1,330 － 

資産計 21,054 21,046 △7 

(注)1.金融商品の時価の算定方法 

資産 

(1)現金及び預貯金 

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

満期のある預金については、個別の預金ごとに、新規に預金を行った場合に想定される預金金利で割り引いた

現在価値を算定しております。 

(2)有価証券 

株式については取引所の価格によっており、債券については日本証券業協会の公表する公社債店頭売買参考統

計値表に表示される価格又は取引金融機関から提示された価格等によっております。また、投資信託及び投資

法人の投資口については、公表または資産運用会社から提示される基準価格等によっております。 

(3)貸付金 

貸付金については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて 

算定する方法によっております。 

(4)未収金 

未収金については、短期間で決済されるため時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。 

2.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は、次のとおりであり、「(2)有価証券」には含めてお

りません。 

・非上場株式（貸借対照表計上額 347 百万円） 

上記金融商品は、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることができないことから時価

開示の対象とはしておりません。 

18． 1 株当たりの純資産額は 71,183 円 26 銭であります。 

なお、算定上の基礎である当期末純資産10,231百万円であり、純資産の部の合計額から控除する金額はありません。

また、普通株式の期末株式数は143,740.4株であります。 

19. 事業年度末日後に、翌事業年度以降の財産又は損益に重要な影響を及ぼす事象は生じておりません。 

20. 連結納税制度を適用しております。 

21．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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（損益計算書の注記） 

1．関係会社との取引による費用の総額は、1,216百万円であります。 

2．(1)正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。 

   収入保険料 28,068百万円 

   支払再保険料 －百万円 

   差引 28,068百万円 

 (2)正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。  

  支払保険金 14,901百万円 

    回収再保険金 －百万円 

  差引 14,901百万円 

 (3)諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。 

   支払諸手数料及び集金費 1,996百万円 

   出再保険手数料 －百万円 

   差引 1,996百万円 

  (4)支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。 

   支払備金繰入額(出再支払備金控除前、(ロ)に掲げる保険を除く)  181百万円 

   同上にかかる出再支払備金繰入額 －百万円 

   差引（イ） 181百万円 

   地震保険および自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金繰入額（ロ） －百万円 

   計(イ+ロ)  181百万円 

  (5)責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。 

   普通責任準備金繰入額(出再責任準備金控除前)  837百万円 

   同上にかかる出再責任準備金繰入額 －百万円 

   差引(イ) 837百万円 

     その他の責任準備金繰入額(ロ) 86百万円  

     計(イ+ロ) 923百万円 

  (6)利息及び配当収入の内訳は次のとおりであります。 

預貯金利息 1百万円 

貸付金利息 1百万円 

有価証券利息・配当金 314百万円 

計 318 百万円 

3．１株当たりの当期純利益は12,444円08銭であります。 

なお、算定上の基礎である当期純利益は1,788百万円であり、その全額が普通株式に係るものであります。また、普通株

式の期中平均株式数は143,740.4株であります。 
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4．関連当事者との取引は次のとおりであります。 

(1)親会社及び法人主要株主等 

属性 会社等の名称 
議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者との 

関  係 
取引内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

親 

会 

社 

アニコム ホールディ

ングス株式会社 

（被所有） 

100% 

役員の兼務 

3 名 

経営指導 

経営管理料 

(注 1) 
1,216 未払金 － 

連結法人税 722 未払金 373 

(注）取引金額は税込みで表示しております。 

    

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注 1)当社が委託する経営指導及び業務委託内容等を勘案した上で、会社の事業規模等により決定しております。 

 

(2)兄弟会社等 

属性 会社等の名称 
議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者との 

関  係 
取引内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

親会

社の

子会

社 

アニコム パフェ 

株式会社 
－ 

役員の兼務 

1名 

ｱﾆｺﾊﾟｰｸ関連費

用の立替精算 
35 － － 

親会

社の

関連

会社 

ｾﾙﾄﾗｽﾄ･ｱﾆﾏﾙ･ 

ｾﾗﾋﾟｭｰﾃｨｸｽ株式会社 
－ 資金の貸付 

資金の貸付 

(注 1) 
343 貸付金 343 

利息の受取 

(注 1) 
1 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注 1)資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。 

 

5．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

(株主資本等変動計算書の注記) 

1．発行済株式の種類及び総数は次のとおりであります。         

株式の種類 
当事業年度 

期首株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度 

期末株式数（株） 

普通株式 143,740.4 － － 143,740.4 

 

2．配当に関する事項         

配当金支払額 

決議 
株式の 

種類 

配当金 

の総額 

1株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成28年6月24日 

定時株主総会 
普通株式 300百万円 2,090円 平成28年3月31日 平成28年6月25日 

平成28年11月7日 

取締役会 
普通株式 300百万円 2,090円 平成28年9月30日 平成28年11月7日 

計   600百万円    

 

3．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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４.その他の情報 

(1)当年度損益状況 

(単位：百万円） 

区分 

前事業年度 当事業年度     

(自 平成 27 年４月１日 (自 平成 28 年４月１日 比較増減 増減比(%) 

至 平成 28 年３月 31 日) 至 平成 29 年３月 31 日)     

経 
 

常 
 

損 
 

益 

保 険 引 受 収 益 25,370  28,068  2,697  10.6  

( うち正味収入保険料 ) （  25,370） （  28,068） （   2,697） （    10.6） 

保 険 引 受 費 用 17,394  18,968  1,573  9.0  

( うち正味支払保険金 ) （  13,547） （  14,901） （   1,353） （    10.0） 

( う ち 損 害 調 査 費 ) （    895） （    965） （    69） （    7.8） 

(うち諸手数料及び集金費) （   1,591） （   1,996） （     404） （    25.4） 

( うち支払備金繰入額 ) （     122） （     181） （     58） （    47.9） 

(うち責任準備金繰入額) （   1,237） （     923） （   △313） （  △25.3） 

資 産 運 用 収 益 745  489  △255  △34.3  

(うち利息及び配当金収入) （     333） （     318） （    △15） （  △4.6） 

( うち有価証券売却益 ) （     411） （     171） （   △240） （ △58.4） 

資 産 運 用 費 用 182  0  △182  △99.8  

( うち有価証券売却損 ) （     101） （      －） （   △101） （ △100.0） 

( うち有価証券評価損 ) （     80） （      0） （   △80） （  △99.6） 

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 5,998  6,806  807  13.5 

そ の 他 経 常 損 益 △2  △116  △113  － 

経 常 利 益 2,537  2,666  129  5.1 

特
別
損
益 

特 別 利 益 0  －  △0   △100.0 

特 別 損 失 57  175  117  206.6 

特 別 損 益 △56  △175  △118  － 

税 引 前 当 期 純 利 益 2,480  2,491  11  0.5 

法 人 税 及 び 住 民 税 864  844  △19  －  

法 人 税 等 調 整 額 △94  △141  △47  －  

法 人 税 等 合 計 770  703  △67  △8.7 

当 期 純 利 益 1,709  1,788  78  4.6 

諸
比
率 

正 味 損 害 率 56.9  56.5  
  

正 味 事 業 費 率 29.7  31.2  
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(2)種目別保険料・保険金 

保険引受の実績は以下のとおりであります。 

①元受正味保険料（含む収入積立保険料）                 

区分 

前事業年度 当事業年度 

(自 平成 27 年４月１日 (自 平成 28 年４月１日 

至 平成 28 年３月 31 日) 至 平成 29 年３月 31 日) 

金額 構成比 対前年増減 金額 構成比 対前年増減 

（百万円） （％） （％） （百万円） （％） （％） 

ペ ッ ト 保 険  25,370 100.0 16.7 28,068 100.0 10.6 

合 計 25,370 100.0 16.7 28,068 100.0 10.6 

（うち収入積立保険料） (－) (－) (－) (－) (－) (－) 

 

②正味収入保険料                             

区分 

前事業年度 当事業年度 

(自 平成 27 年４月１日 (自 平成 28 年４月１日 

至 平成 28 年３月 31 日) 至 平成 29 年３月 31 日) 

金額 構成比 対前年増減 金額 構成比 対前年増減 

（百万円） （％） （％） （百万円） （％） （％） 

ペ ッ ト 保 険 25,370 100.0 16.7 28,068 100.0 10.6 

合 計 25,370 100.0 16.7 28,068 100.0 10.6 

（うち収入積立保険料） (－) (－) (－) (－) (－) (－) 

 

③正味支払保険金                        

区分 

前事業年度 当事業年度 

(自 平成 27 年４月１日 (自 平成 28 年４月１日 

至 平成 28 年３月 31 日) 至 平成 29 年３月 31 日) 

金額 構成比 対前年増減 金額 構成比 対前年増減 

（百万円） （％） （％） （百万円） （％） （％） 

ペ ッ ト 保 険 13,547 100.0 11.5 14,901 100.0 10.0 

合 計 13,547 100.0 11.5 14,901 100.0 10.0 
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(3)有価証券関係  

①売買目的有価証券   該当ありません。 

 

②その他有価証券で時価のあるもの                       

種類 

前事業年度 

（平成 28 年３月 31 日現在） 

当事業年度 

（平成 29 年３月 31 日現在） 

取得原価 

（百万円） 

貸借対照表

計上額 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

貸借対照表

計上額 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの 

株 式 17 19 1 17 20 3 

そ の 他 29 30 0 311 314 3 

小 計 47 49 2 329 335 6 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの 

株 式 291 253 △37 72 66 △5 

そ の 他 10,204 10,067 △136 5,204 5,063 △141 

小 計 10,495 10,321 △174 5,276 5,130 △146 

合計 10,543 10,370 △172 5,606 5,465 △140 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券（株式 347 百万円）は、上表に含

めておりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



- 15 -

(4)ソルベンシー・マージン比率

「ソルベンシー・マージン比率」については、以下のとおりです。 

前事業年度 当事業年度 

（百万円） （百万円） 

（A）ソルベンシー・マージン総額 10,087 12,296 

資本金又は基金等 8,844 10,332 

価格変動準備金 32 41 

危険準備金 － － 

異常危険準備金 813 899 

一般貸倒引当金 0 48 

その他有価証券の評価差額（税効果控除前） 

土地の含み損益 

配当準備金未割当部分 

持込資本金等 

繰延税金資産の不算入額  

税効果相当額  

負債性資本調達手段等、保険料積立金等余剰部分 

控除項目 

△172

△2

－

－

－

570

－

－

△140

△4

－

－

－

1,119

－

－

（B）リスクの合計額

√{(Ｒ5＋Ｒ8)²＋(Ｒ2＋Ｒ3)²}＋Ｒ4＋Ｒ6
6,733 7,562 

一般保険リスク（Ｒ５） 6,547 7,352 

第三分野保険の保険リスク（Ｒ８） － － 

予定利率リスク（Ｒ２） － － 

資産運用リスク（Ｒ３） 729 827 

巨大災害リスク（Ｒ６） 0 0 

経営管理リスク（Ｒ４） 145 163 

（C）ソルベンシー・マージン比率

[(A)/{(B)×1/2}]×100
299.5％ 325.2％

（注） 上記の金額及び数値は、保険業法施行規則第86条及び第87条並びに平成8年大蔵省告示第50号の規定に基づいて算出して

おります。 

＜ソルベンシー・マージン比率＞ 

・損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を積み立てておりますが、

巨大災害の発生や、損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生した場合でも、十

分な支払能力を保持しておく必要があります。 

・こうした「通常の予測を超える危険」を示す「リスクの合計額」（上表の（Ｂ））に対する「損害保険会社が保有してい

る資本金・準備金等の支払余力」（すなわちソルベンシー・マージン総額：上表の（Ａ））の割合を示す指標として、保

険業法等に基づき計算されたのが、「ソルベンシー・マージン比率」（上表の（Ｃ））であります。

・｢通常の予測を超える危険｣とは、次に示す各種の危険の総額をいいます。

①保険引受上の危険 ：保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険（巨大災害に係る 

（一般保険リスク） 危険を除く） 

（第三分野保険の保険リスク） 

②予定利率上の危険

（予定利率リスク）

：積立保険について、実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回りを下回ることにより発生

し得る危険 

③資産運用上の危険 ：保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより発生し得る危険等 

（資産運用リスク）

④経営管理上の危険 ：業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①～③及び⑤以外のもの 

（経営管理リスク）

⑤巨大災害に係る危険 ：通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や伊勢湾台風相当）により発生し得る危険 

（巨大災害リスク）

・「損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力｣（ソルベンシー・マージン総額）とは、損害保険会社の純

資産（社外流出予定額等を除く）、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、土地の含み益の一部等の総額で

あります。

・ ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に活用する客観的な判断指標のひとつであります

が、その数値が 200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされております。




